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新
リ
ー
ス
会
計
基
準
は
、
既
存
の
リ
ー

ス
契
約
に
係
る
リ
ー
ス
資
産
に
も
適
用
さ

れ
る
こ
と
を
踏
ま
え
て
、
法
人
税
で
は
次

の
経
過
措
置
規
定
が
設
け
ら
れ
て
い
る
。

す
な
わ
ち
、
リ
ー
ス
資
産
に
つ
い
て
の

所
有
権
移
転
外
リ
ー
ス
取
引
に
係
る
契
約

が
２
０
２
７
年
３
月
31
日
以
前
に
締
結
さ

れ
た
も
の（
そ
の
取
得
価
額
に
残
価
保
証

額
が
含
ま
れ
て
い
る
も
の
に
限
る
）（
以

下
、「
経
過
リ
ー
ス
資
産
」と
い
う
）の
減
価

償
却
に
つ
い
て
は
、
２
０
２
５
年
４
月
１

日
以
後
に
開
始
す
る
事
業
年
度
に
お
い

て
、
取
得
価
額
か
ら
す
で
に
し
た
償
却
の

額
等
を
控
除
し
た
金
額
を
以
後
の
リ
ー
ス

期
間
で
均
等
償
却
す
る
方
法（
以
下
、「
経

過
リ
ー
ス
期
間
定
額
法
」と
い
う
）（
図
表

４
参
照
）を
選
定
す
る
こ
と
が
で
き
る（
改

正
法
令
附
則
７
②
）。

当
該
経
過
措
置
を
適
用
す
る
に
は
、
適

用
事
業
年
度（
２
０
２
７
年
４
月
１
日
以

後
最
初
に
開
始
す
る
事
業
年
度
以
前
の
事

業
年
度
に
限
る
）の
確
定
申
告
書
の
提
出

期
限
ま
で
に
、
届
出
書
を
提
出
す
る
必

要
が
あ
る（
改
正
法
令
附
則
７
③
）。
す

な
わ
ち
、
３
月
決
算
法
人
の
場
合
に
は
、

２
０
２
５
年
４
月
１
日
、
２
０
２
６
年
４

月
１
日
、
な
い
し
２
０
２
７
年
４
月
１
日

開
始
事
業
年
度
の
い
ず
れ
か
の
申
告
期
限

ま
で
に
提
出
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

⑶　

所
有
権
移
転
外
リ
ー
ス
取
引
に
係
る
賃
借
人
が
取
得

し
た
も
の
と
さ
れ
る
減
価
償
却
資
産（
法
令
48
の
２
⑤
四
）

申
告
調
整
が
必
要
と
な
る

場
合経

過
リ
ー
ス
資
産
の
減
価
償
却
に
つ
い

て
、
新
リ
ー
ス
会
計
基
準
を
２
０
２
７
年

４
月
１
日
開
始
事
業
年
度
か
ら
適
用
し
、

過
年
度
に
お
い
て
当
該
経
過
リ
ー
ス
資
産

の
減
価
償
却
費
に
係
る
申
告
調
整
が
な

か
っ
た
場
合
に
は
、
２
０
２
７
年
４
月
１

日
開
始
事
業
年
度
以
後
に
経
過
措
置
の
適

用
を
受
け
る
か
否
か
に
よ
り
、
申
告
調
整

の
要
否
が
異
な
る
と
考
え
ら
れ
る
。

す
な
わ
ち
、
前
記
の
届
出
書
を
提
出
し

な
か
っ
た
場
合
に
は
、
当
該
経
過
リ
ー
ス

資
産
の
減
価
償
却
費
の
限
度
額
計
算
は
、

改
正
前
の
リ
ー
ス
期
間
定
額
法
に
よ
る
こ

と
と
な
る
た
め
、
減
価
償
却
費
の
加
算
調

整
が
必
要
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
。

第
２
法
の
廃
止
に
伴
う
Ｆ
Ｌ
の
処
理

新
リ
ー
ス
会
計
基
準
に
お
け
る

貸
手
の
税
効
果
会
計
の
留
意
点

第２章
【
こ
の
章
の
エ
ッ
セ
ン
ス
】

●
新
リ
ー
ス
会
計
基
準
に
お
け
る
フ
ァ
イ

ナ
ン
ス・
リ
ー
ス
の
貸
手
の
会
計
処
理

の
見
直
し
を
踏
ま
え
て
、法
人
税
で
は

リ
ー
ス
譲
渡
の
規
定
が
経
過
措
置
を
設

け
た
う
え
で
廃
止
さ
れ
た
。

●
法
人
税
の
経
過
措
置
の
適
用
に
よ
り
、

２
０
２
７
年
３
月
31
日
以
前
開
始
事
業

年
度
に
行
っ
た
リ
ー
ス
譲
渡
に
つ
い
て
、

改
正
前
法
人
税
の
延
払
基
準
の
方
法
に

よ
り
経
理
し
な
か
っ
た
場
合
や
、リ
ー
ス

譲
渡
の
特
例
を
適
用
し
て
い
た
場
合
に

は
、未
計
上
損
益
の
一
括
計
上
な
い
し

５
年
均
等
取
崩
し
に
よ
り
、税
効
果
会

計
の
適
用
と
な
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。

　
　
　

フ
ァ
イ
ナ
ン
ス・リ
ー
ス

の
貸
手
に
お
け
る
処
理

～
リ
ー
ス
譲
渡
の
規
定
の

廃
止

フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
・
リ
ー
ス
の
貸
手
に
お

け
る
税
効
果
の
論
点
と
し
て
、
リ
ー
ス
譲

渡
の
規
定
の
廃
止
が
挙
げ
ら
れ
る
。以
下
、

解
説
す
る
。

新
リ
ー
ス
会
計
基
準
に
お

け
る
取
扱
い

⑴
　
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
・
リ
ー
ス
に
お

け
る
貸
手
の
会
計
処
理

新
リ
ー
ス
会
計
基
準
に
お
い
て
は
、
貸

手
は
、
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
・
リ
ー
ス
と
オ
ペ

レ
ー
テ
ィ
ン
グ
・
リ
ー
ス
を
分
類
す
る
。

フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
・
リ
ー
ス
の
貸
手
は
、
次

頁
図
表
５
の
と
お
り
会
計
処
理
を
行
う
。


